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都道府県農業会議会長　殿


会長　國井　正幸
（公印省略）


令和８年度のタブレットに係るＭＤＭの契約について


当会議所の事業推進につきましては、平素より格別のご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、「農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業により導入したタブレット（以下、「国費導入端末」という。）、または市町村単費で導入するタブレット（以下、「単費導入端末」という。）で国費事業と同じＭＤＭを利用する場合の令和８年度のＭＤＭの契約につきまして、今後の手続きの流れ等が確定しましたので下記のとおりご案内いたします。
つきましては、ＭＤＭを契約中の農業委員会にご連絡の上、契約に係る報告様式の期日までのご提出について、ご支援くださいますよう宜しくお願いいたします。

記

１．令和８年度の国費導入端末の取扱いとＭＤＭ契約台数の整理について
令和８年度は国費導入端末の耐用年数期間経過後の買替えや、ＯＳのサポート切れによりセキュリティの確保が困難と判断した場合の残置措置や買替えを行う農業委員会が増えることが予想されますが、ＭＤＭの契約更新や解除、新規登録については別添１の報告様式により整理し、１月末に基本契約台数の確定をいたしますので、本報告様式を必ずご提出いただくようお願いします。
なお、今後の国費導入端末の取扱いについては、別添２の農水省Ｑ＆Ａを参照のうえ各委員会でご検討ください。

２．単価および利用期間（令和８年度）
　（１）単価：5,170円/台/年（税込）※１
①　令和７年度に契約済みで報告様式で解約の報告がない場合は、契約更新扱いとなるためご注意ください。
②　年間ライセンス料のため、年度途中に契約または残置処置する場合も減額はありません。
③　令和８年度当初～年度中に単費導入端末に切替え、任意で同じＭＤＭを入れる場合は、追加料金なしで同ライセンスを継続利用可能【ＭＤＭの登録方法は３参照】ですが、国費導入端末台数を超える分は新規契約台数の報告が必要となります。
※１：単価は令和８年４月１日利用開始分のみ確定。単価改訂がある場合は、改訂の４ヶ月前までにメーカーから連絡が来るため、会議所から都道府県農業会議へ通知します。

（２）利用期間
①令和７年度から継続してＭＤＭ契約をする場合
2026（令和８）年４月１日から2027（令和９）年３月31日まで（毎年度契約更新）　
②令和８年度に新たにＭＤＭ契約をする場合
利用登録完了後※２から2027（令和９）年３月31日まで（毎年度契約更新）
※２：利用開始時期：令和８年４月１日、６月１日、８月１日、11月１日

３．今後の契約の流れ
（１）農業委員会が必要事項を記入した別添１の報告様式を都道府県農業会議が取りまとめ、令和８年１月30日（金）必着で会議所へ返送
【宛先：nouchi_tablet@nca.or.jp】

（２）伊藤忠テクノソリューションズ㈱は、報告様式の個別契約可能時期やＭＤＭ利用開始希望時期（新規契約の場合）に応じ、対象の農業委員会へ「個別契約書（別紙３のひな型参照）」を２通送付（令和８年２月上旬から随時）

（３）農業委員会は、（２）の「個別契約書」に買主（農業委員会会長・市町村長）の情報および契約締結日（市町村の都合の良い日）を記入し、押印のうえ原本の１通を伊藤忠テクノソリューションズ㈱へ返送
【返送先】
〒105-6950
東京都港区虎ノ門4-1-1　神谷町トラストタワー
伊藤忠テクノソリューションズ株式会社
公共統括本部 公共営業第１部　営業第1課
前田　哲志　様

①　個別契約は原則、別紙３（ひな形：原本は追って送付）による契約をお願いします。別紙３による契約が難しい場合には、伊藤忠テクノソリューションズ㈱へご相談ください。
②　個別契約の日付は、伊藤忠テクノソリューションズ㈱と会議所の基本契約締結日以降でお願いします。基本契約締結日は、２月中旬に改めて周知します。
③　令和８年度の伊藤忠テクノソリューションズ㈱の契約者名は以下の予定（変更の可能性あり）
　　　公共統括本部　公共営業第１部　部長　高野 敬太
④　見積書、債権者登録、入札参加資格登録等が必要な場合には、別途、伊藤忠テクノソリューションズ㈱へご相談ください。その際には可能な限り必要書類や手続きの流れを明らかにしてください。
【伊藤忠テクノソリューションズ㈱の連絡先】
E-mail：nougyou-sales1@ctc-g.co.jp
電　話：前田　哲志　080-1005-0973（平日 終日）
今枝　桃子　090-9156-0584（平日9：00‐17：30）
◎ 同社の代表電話へのお問い合わせはご遠慮ください。
◎ メールアドレスへご連絡いただいた方が迅速な対応が可能なため、原則メールアドレスへご連絡ください。

（４）伊藤忠テクノソリューションズ㈱は、農業委員会へ請求書を送付

（５）農業委員会（市町村）は、請求書に基づき代金を支払う
①　支払いは原則「利用開始登録※２の月末締め、翌月末一括払い」（例：４月１日利用開始⇒４月末締め・５月末一括払い）でお願いします。期日での支払いが難しい場合には、伊藤忠テクノソリューションズ㈱へご相談ください。
②　令和７年度からの継続契約の場合は４月１日利用開始のため、４月末締め・５月末一括払いが原則ですが、支払いが５月末を過ぎる場合も報告様式で記入した「支払可能時期」に支払いをしてください。

４．令和８年度中に新たにＭＤＭを登録する場合
[bookmark: _Hlk217486082]（１）令和８年度に新たにＭＤＭ契約をする場合や国費導入端末の利用を中止し単費導入端末に買替える場合、ＭＤＭ（LANSCOPE）のタブレットへのインストールは農業委員会で行ないます。別添３「デバイスの登録方法」にしたがって、Wi-Fi環境下で作業を行ってください。

（２）登録には会議所で発行する『セットアップ用ＱＲコード』が必要です。会議所が、利用開始日の５日程度前に報告様式に記入されたメールアドレス宛に送付するので、下のメールを受信できるようにしてください。
ＱＲコードの期限（１ヶ月間）が切れた場合も以下にご連絡ください。
【ＱＲコード送付メールアドレス：nouchi_tablet@nca.or.jp】

（３）令和５年度以降にＭＤＭの追加契約をしたものの、LANSCOPEのインストールが未了の委員会も、会議所にＱＲコードの送付依頼をしてください。

５．報告様式の項目について
（１）令和７年度から継続してＭＤＭ契約をする端末
国費導入端末は耐用年数（納品から４年）の期間はＭＤＭの契約更新が原則であり、（２）、（３）で解約台数の報告がない場合は、単費導入端末を含め契約更新（報告様式の【Ｂ】令和８年契約台数を契約）となります。契約台数の確認のため、必ず報告様式をご提出ください。
また、買替端末を該当の市町村のデバイスグループに登録する際に必要な「シリアル番号」を、報告様式の６に記入してください。
なお、個別契約書では、国費導入端末分と令和５年度以降の単費導入端末分を合わせた台数で契約・支払することを基本とします。それ以外の個別契約書を希望する場合は、報告様式の５(６)「伊藤忠テクノソリューションズへの連絡事項」に記載してください。

1 個別契約可能時期※３
2 支払可能時期※３
3 買替端末台数※４　
4 買替時期※４

※３：契約更新する場合も①、②の報告がない委員会には、伊藤忠テクノソリューションズ㈱から「個別契約書」が発送されませんので、必ずご記入ください。
※４：令和７年度から継続してＭＤＭ契約をするが、国費導入端末の利用を中止し単費導入端末に買替える場合には、会議所が発行するＱＲコードを使って農業委員会がＭＤＭを登録する必要がある（３を参照）ため、③、④を報告してください。「買替時期」の前月末に会議所がＱＲコードを送付しますので、報告様式の５にメールアドレス、報告様式の６に端末の「シリアル番号」を台数分記入してください。
なお、③は令和７年度からの継続契約台数の内数となります。継続契約台数を上回る分は、報告様式の４「新規契約台数」に記入してください。　　

（２）国費導入端末を残置処置するためＭＤＭを解約する端末
国費導入端末が故障し、買替のための市町村単費の予算が措置できない場合（令和６年４月19日付事務連絡１（４）参照）や国費導入端末のＯＳサポート切れによりセキュリティが確保できず残置措置に準じて留め置く場合（令和７年10月17日事務連絡）、または年度当初に委員等の定数減があり国費導入端末を使わない場合は、個別契約書の契約台数から除外するため、解約台数等を記入してください。
[bookmark: _Hlk217569446]なお、報告された端末情報は、会議所が令和８年３月31日中にLANSCOPEの管理コンソールから削除し、端末は工場出荷時リセットされます。

1 解約台数【C】：解約台数は国費導入台数の内数（国費導入端末が故障し「買替端末」として導入した台数を含む。）
2 「シリアル番号」またはLANSCOPE管理コンソール上の「管理No.」
：国費導入端末の全契約台数を解約する場合は「全て解約」と記入してください。一部のみ解約する場合は、削除端末の識別のため、必ずシリアル番号または管理No.を記入してください。

（３）市町村単費で導入した端末のうち、ＭＤＭを解約する端末
[bookmark: _Hlk217568724]市町村単費で買い増しした台数のうち、解約する端末台数を報告してください。国費導入端末が故障し「買替端末」として導入した場合は、市町村単費での買替であっても国費導入端末の耐用年数期間内は同等の扱いとなるため、解約する場合は報告様式の２で報告となります。
報告された端末情報は、会議所が令和８年３月31日中にLANSCOPEの管理コンソールから削除し、端末は工場出荷時リセットされます。
1 解約台数【D】
2 「シリアル番号」またはLANSCOPE管理コンソール上の「管理No.」

（４）令和８年度に新たにＭＤＭ契約をする端末
令和８年度から新たにＭＤＭを利用する場合は、伊藤忠テクノソリューションズとの個別契約締結を前提とするため、④のa～dの開始時期ごとに定めた期日までに「個別契約書」の返送がない場合はＭＤＭの利用が開始できません。郵送が期日に間に合わない場合は、契約書のＰＤＦを期日までに送付することで対応可としますが、伊藤忠テクノソリューションズ㈱にご連絡ください。
また、本報告様式の内容を持って基本契約締結を行うため４月開始分のキャンセルは不可となります。
なお、（１）と（４）の個別契約書は別になります。

1 新規契約台数【E】：対象端末は別紙１「タブレットの要件Ｂ」を参照
2 個別契約可能時期
3 支払可能時期
4 ＭＤＭ利用開始希望時期：
[bookmark: _Hlk156903394]a.令和８年４月１日：令和８年３月14日必着で「個別契約書」を返送
b.令和８年６月１日：令和８年４月末日必着で「個別契約書」を返送
c.令和８年８月１日：令和８年６月末日必着で「個別契約書」を返送
d.令和８年11月１日：令和８年９月末日必着で「個別契約書」を返送

（５）連絡先等
１（４）または４（１）に台数がある場合は、会議所が「ＱＲコード」を送付する必要があるため、メールアドレスを必ず記入してください。
それ以外も連絡先に変更があった場合や、伊藤忠テクノソリューションズへの連絡事項がある場合は記入してください。

（６）令和８年度に新たにＭＤＭを登録する端末の「シリアル番号」
１（４）または４（１）に台数がある場合は必ず記入してください。
タブレットが手元にある場合は各端末の「シリアル番号」を台数分記入してください。
　後日タブレットが納品される場合は、納品され次第改めて報告してください（「シリアル番号」がないと委員会毎の「デバイスグループ」に登録できず、委員会からＭＤＭで端末情報が確認できません。）

６．その他連絡事項
（１）令和９年度の単価は確定し次第連絡します。

（２）担当者の異動等によりＭＤＭ管理者用のメールアドレス（LANSCOPEのアカウント）に変更がある場合には、当会議所までご連絡ください。また、メールアドレスをご報告いただいていない場合には、速やかに当会議所までご報告ください。
　
７．送付資料
別添１：令和８年度タブレットMDM（LANSCOPE）契約に係る報告様式
別添２：国費導入タブレットの今後の取扱いについての農水省Ｑ＆Ａ
別添３：デバイスの登録方法
別紙１：タブレットを今後「新規導入」する際の確認チャート
別紙２：売買基本契約書ひな形（令和８年度）
　　※契約を締結し次第、原本の写しを共有します。
別紙３：個別契約書ひな形（令和８年度）
　※原本は伊藤忠テクノソリューションズ㈱から送付されます。

以上

	
	 本件に関する問い合わせは
 （一社）全国農業会議所　農業情報対策部
　【タブレット端末関係】
 ＴＥＬ：03-6910-1132
 Ｅメール：nouchi_tablet@nca.or.jp



